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本事業の入札に参加を希望する者は、以下の要領に従い、入札説明書においてそれぞれ定め

る期限までに書類を提出しなければならない。 

なお、各書類及び様式の電子データは、入札説明書 ５ に示す担当部局に請求するか、又は

防衛省ホームページから取得するものとする。 

 

第１．提出書類及び各様式の作成要領 

１．業務要求水準書等における保護すべき情報の交付 

業務要求水準書（資料－２）並びに サービス対価の算定及び支払方法（資料－４）における

保護すべき情報の受領を希望する者は、以下の書類を提出すること。 

①  「装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保について（防装庁（事）第１

３７号。令和４年３月３１日）」別添に規定する情報セキュリティ基本方針等に基づき既に防

衛省の確認を受けている場合は、当該確認を証明する書類 

 ただし、上記情報セキュリティ基本方針等に基づく確認を受けていない場合は、「装備品

等及び役務の調達における情報セキュリティの確保について（防経装第９２４６号。２１．

７．３１）」別添に規定する情報セキュリティ基本方針等に基づく防衛省の確認を証明する

書類 

② 令和７・８・９年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）審査結果通知書の写し 

③ 情報の保全に関する誓約書 （様式１－１） 

④ 取扱者名簿 （様式１－２） 

 

２．入札説明書等に関する質問 

① 質問書      （様式２） 

 

３．第一次審査資料 

（１）入札参加表明に関する書類 
① 入札参加表明書     （様式３－１） 

② 応募者一覧及び業務の役割分担   （様式３－２） 

応募者を構成するすべての代表企業、構成員及び協力企業を記載し、各企業が担う業務内

容について記載すること。 

③ 業務の受託企業等一覧    （様式３－３） 

  ④ 委任状      （様式３－４） 

すべての構成員及び協力企業について記載すること。 

 

（２）競争参加資格の確認申請に関する書類 
① 競争参加資格確認申請書    （様式３－５） 

② 会社概要等 

各資料は、応募者を構成するすべての代表企業、構成員及び協力企業を対象とする。 

ａ．会社概要（パンフレット等の使用も可） 

ｂ．会社定款（最新のものであり、c.商業・法人登記簿謄本と記載内容が同一であることが

確認できるもの。） 

c．商業・法人登記簿謄本（入札公告日以降に交付されたもの。） 

③-1 競争参加資格を証する書類 

応募者を構成するすべての代表企業、構成員及び協力企業について、参加資格要件が満た
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されていることを確認できる令和７・８・９年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）審

査結果通知書の写しを提出すること。 

③-2 競争参加資格を証する追加書類 

防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第１０８号）第１８条第４項各号の

いずれかに該当する者については、当該要件を証する書類（様式任意）を提出すること。 

④ 画像観測衛星製造・運用実績    （様式３－６） 

⑤ 画像観測衛星の管制運用が可能な地上施設整備・運営実績 （様式３－７） 

⑥ 画像観測データダウンリンク実績   （様式３－８） 

⑦ 画像観測衛星の運用・管制に要する地上施設の管理実績 （様式３－９） 

 

４．競争的対話に関する書類 

入札参加者は、競争的対話を行うにあたり、以下の書類を提出するものとする。 

① 事前質問書・最終質問書    （様式４－１） 

② 出席者名簿     （様式４－２） 

 

５．情報保全に係る履行体制の確認に関する書類 

入札参加者は、別紙に規定する以下の資料を提出し、入札の日の前日までに、契約担当官等

の確認を受けなければならない。 

① 業務従事者リスト 

② 業務従事者に係る履歴資料 

③ 非公知の情報の取扱いに関する資料 

 
６．入札辞退、構成員等変更等に関する書類 

入札参加者は、必要に応じ、第二次審査資料提出時までに以下の書類を提出することができ

る。 

① 入札辞退届     （様式５－１） 

② 構成員等変更届     （様式５－２） 

 

７．入札書及び第二次審査資料 

① 入札書                   （入札及び契約心得 別記様式第３－４－１） 

② 委任状（代理人が入札に参加する場合）   （入札及び契約心得 別記様式第３－４－３） 

③ 第二次審査資料提出書    （様式６－１） 

④ 企業等一覧表     （様式６－２） 

⑤ 各業務の提案に関する書類（以下「提案書類」という。） 

各業務に関する基本的な考え方や実施方針、要求水準を達成するための方策等に関する具

体的な提案内容を、別表に基づき、「共通様式」等を用いて記載すること。 

a. 「全般管理業務」に関する提案   （様式A-1～A-5） 

b. 「画像データ取得業務」に関する提案   （様式B-1～B-3） 

c. 「専用地上施設運用等業務」に関する提案  （様式C-1～C-3） 

d. ワーク・ライフ・バランス等への取組状況  （様式D-1～D-3） 
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第２．提案書類等の作成上の留意点 

１．全般 

① 使用する言語は日本語、通貨は円、単位はＳＩ単位（国際単位系）とすること。 

② 使用する用紙は、原則としてＡ４判、横書き、長辺綴じ、片面印刷とすること。ただし、パ

ンフレット等については、この限りでない。 

③ 記述による説明が求められている箇所は、必ず記載すること。 

④ 造語又は略語を用いる場合は、初出の箇所に定義を記載すること。 

⑤ 各様式間において記載内容の整合を図り、他の様式や資料を参照する場合は、参照先名等

を記載すること。 

 

２．提案書類 

① 業務要求水準書（資料－２）及び事業者選定基準（資料－５）を踏まえて、提案を行うこ

と。 

② 文章による提案を原則とするが、適宜図面やイメージ図等（以下「図面等」という。）を使

用してよい。ただし、文章と図面等に矛盾がある場合は、文章が優先される。 

③ 別表中の「記載指示事項」欄内【 】で記した項目名は、各様式内における提案の見出しと

する。 

④ 提案書類は、別表に示す様式番号ごとに別葉とし、それぞれ右肩にページ番号を付すこと。

（例：１／４） 

⑤ 別表に示す枚数制限は、「共通様式」（Ａ４判換算）の枚数とし、図面等も規定の枚数に含

むものとする。なお、別途添付又は作成を指示する書類、様式、根拠資料等は、枚数に含まな

い。 

⑥ 提案書類の正本には、代表企業、構成員及び協力企業の企業名をそのまま記載し、副本に

は、企業名及び企業を類推できる記載（ロゴマークの使用等）を行わず、「企業等一覧表（様

式６－２）」に従い、企業名をアルファベットによる表記に置き換えて記載すること。（例：衛

星事業者Ａ社） 

 

３．提出方法及び提出部数 

（１）第一次審査資料 
第一次審査資料は、正本１部、副本３部の計４部を提出すること。なお、副本については、

正本の複写で差し支えない。 

 

（２）入札書及び第二次審査資料 
① 入札書及び委任状（必要な場合のみ）は、入札説明書の１２に従い、提出すること。不明

な点は、入札説明書の ５ に示す担当部局へ事前に問い合わせるものとする。 

② 第二次審査資料は、正本１部、副本１５部の計１６部並びに「正本の電子データを収録し

たＣＤ－Ｒ等」１部及び「副本の電子データを収録したＣＤ－Ｒ等」１部を提出すること。 

③ 第二次審査資料のうち、提案書類の副本の表紙には、右肩に１～１５の番号を付けること。 

④ 第二次審査資料のうち、提案書類の「様式A-4添付①～⑤」は、防衛省が指定するMicrosoft 

Excel ファイルを使用し、計算の数式及び他のシートとのリンクを残したデータを提出する

こと。計算の数式及び他のシートとのリンクを残したデータを確認できなかった場合、必要

に応じて、再提出を求めることがある。その他の提案書類は、「共通様式」の例により作成し、

データの読み取り、コピー及び印刷が可能なＰＤＦファイル形式とすること。 
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（３）その他の資料 
特に指示するものを除き、原則として、上記以外の書類は持参により提出するものとする。 
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別紙 

 

情報保全に係る履行体制の確認 

 

１ 応募者を構成する代表企業、構成員又は協力企業のうち、保護すべき情報その他の非公知の

情報（以下「保護すべき情報等」という。）を取り扱う予定の者（以下「確認対象者」とい

う。）は、代表企業を通じ、「業務従事者リスト」並びに次に示す「業務従事者に係る履歴資

料」及び「非公知の情報の取扱いに関する資料」（別封）を契約担当官等に提出しなければな

らない。 

  なお、確認対象者及び代表企業は、提出した資料に関し、説明、質問への回答、追加資料の

提出、契約担当官等との協議等に応じる義務を負うものとする。 

 

２ 「業務従事者に係る履歴資料」は、任意の書式により次の内容を記載する。ただし、必要に

応じ追加資料の提出を求めることがある。 

・ 各業務従事者毎の氏名、所属、役職、学歴、職歴、業務経験、研修実績その他の経歴、専

門的知識その他の知見、資格、母語及び外国語能力、国籍その他文化的背景、業績等（修

業、従事、取得等の時期及び期間を含む。） 

 

３ 「非公知の情報の取扱いに関する資料」は、次を標準とする。ただし、必要に応じ追加資料

の提出を求めることがある。 

ア 契約を履行する一環として確認対象者が収集、整理、作成等した情報が、保護すべき情報

等（保護すべき情報については、装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保

について（防装庁（事）第１３７号。令和４年３月３１日)第５項第４号の規定に基づく解

除をしようとする場合に、同号に規定する確認を行うまでは保護すべき情報として取り扱う

ものとする。）として取り扱われる場合は、確認対象者の代表権を有する者、役員（持分会

社にあっては社員を含む。）、管理職員等であっても、当該契約に基づきその取扱いを認めら

れた者以外の者は、これに接してはならず、かつ、職務上の下級者等に対してその提供を要

求してはならない旨を定める社内規則（契約締結の時までに施行予定であるときは、当該施

行期日が明記された発簡済みの未施行規則）の写し（業務要求水準書の要求に関わらない部

分は、残余の部分から当該部分が業務要求水準書と無関係であると判別できる態様により、

墨塗り等の方法により消除することができる。） 

イ 確認対象者に係る親会社、地域統括会社、ブランド・ライセンサー、フランチャイザー、

コンサルタントその他の確認対象者に対して指導、監督、業務支援、助言、監査等を行う者

（ウにおいて「親会社等」という。）の一覧及び確認対象者との資本又は契約（名称如何を

問わない何らかの合意をいい、間接契約、三者間契約等を含む。以下同じ。）関係図 
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ウ 顧客との契約に基づき確認対象者以外の者に対する伝達又は漏えいが禁じられた情報が報

告、共有その他情報提供の対象とならないことが明記された確認対象者とその親会社等との

関係を規定する契約を化体する書面すべての写し（業務要求水準書の要求に関わらない部分

は、残余の部分から当該部分が業務要求水準書と無関係であると判別できる態様により、墨

塗り等の方法により消除することができる。） 

 

  



 
 

 

 
 

別表 提案書類に係る記載指示事項 

 

a.「全般管理業務」に関する提案 

（枚数制限はＡ４判換算。以下同じ。） 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

A-1 全体の業務実施体制 

 

（SAR衛星と光学衛星を対象と

した一体事業としての本事業の

特性に対応した安定的かつ確実

性の高い業務実施体制・役割分

担。防衛省との総合調整・事業

者の総括機能・出資構成。） 

共通 ３ （応募者が株式会社を設立する場合においては、当該株式会

社のことを指し、また、株式会社を設立しない場合におい

ては、応募者自身のことを指して、以下「事業者」とい

う。） 

 

【本事業の実施体制、契約スキーム、類似実績】 

事業実施・業務遂行にあたっての体制、契約スキーム、本

事業に類似する主要な実績を記載すること。 

本事業を実施する事業者、代表企業、構成員、協力企業、

金融機関並びにその他参加企業についての役割及び責任関係

を示し、事業者を事業主体として本事業が安定的かつ確実に

履行される事業スキーム（事業者と代表企業、構成員、協力

企業、金融機関並びにその他参加企業との主要な契約の内容

を含む。）になっていることを記述すること。 

画像データ取得、専用地上施設運用等業務、全般管理業務

の各業務を行う代表企業、構成員、協力企業及びその他参加

企業の名称、役割分担を明示すること。なお、バックアップ

サービス等の提案がある場合で、金融機関等から関心表明書

等を受領している場合は、別途添付すること。 

代表企業、構成員、協力企業について親会社、子会社又は

関連会社があれば、その名称及び株式保有比率を記載するこ

と。 

 

【事業者の経営体制】 

事業者の経営に関する体制・方針（会社の形態等も含

む。）、会社における方針・意思決定の過程を記載するこ

と。事業スキーム、事業体制が体現されるに十分な事業者の

機関設計（株主総会・取締役会以外に予定されている機関設

計も記載すること。例：監査役、会計監査人等）及び経営体

制（経営責任及び執行責任の主体、意思決定方法等）になっ

ていることがわかる内容を記述すること。 

本事業における事業者の業務管理体制（組織・指揮命令系

統・責任の所在等）を具体的に記載すること。 

事業者と防衛省の連絡体制について迅速な意思疎通を図る

ことができるための工夫・方策、そのために代表企業及び各

選定企業とどのように連携するかを記載すること。 

 

【事業者の出資構成】 

各構成員の事業者への出資の考え方、出資条件等を記載す

るとともに、その確実性について具体的に記載すること。 

全ての株主名及び株主構成（出資比率）を記載すること。 

以下の書類がある場合は別途添付すること。 

 ・各選定企業及びその他参加企業については、格付けが 

あればその格付け（格付機関名・格付公表日・対象と 

なる債務等） 

 ・出資者間協定書 



 
 

 

 
 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

A-2 プロジェクトマネジメント 

 

（事業を安定的かつ円滑に進め

るための適切な事業工程。一体

事業としてのアベイラビリテ

ィ・パフォーマンス評価のため

の具体的なプロジェクトマネジ

メントやモニタリングの方針等

の計画。緊急時・不具合発生時

にも確実な衛星コンステレーシ

ョンの構築及び安定的な画像デ

ータの取得が可能となるような

方策の提案。） 

共通 ５ 【事業期間全体にわたる事業実施工程計画】 

事業期間全体にわたる事業者の事業実施工程計画を以下の

点に留意して作成すること。 

・落札者決定からの事業実施に向けた各種契約等の締結、 

事業者設立までに関する工程及び計画 

・事業開始から事業終了までの一体的な事業としての事業 

の工程及び計画（画像データ取得業務及び専用地上施設 

運用等業務を含む） 

 

【一体事業のためのプロジェクトマネジメント方針・セルフ

モニタリング計画】 

本事業衛星及び専用地上施設を一体的な衛星コンステレー

ション事業として事業者のプロジェクトマネジメント方針、

セルフモニタリング計画を以下の点に留意して作成するこ

と。 

・事業者や代表企業の下、各業務実施企業等をとりまと 

め、本事業に必要なアベイラビリティ・パフォーマンス 

を発揮するための一体的なプロジェクトマネジメント方 

針・スケジュール管理 

・プロジェクトマネジメントに関する代表企業以外の役割 

分担、実施体制の確立についての具体的な方策 

・事業期間全体における効果的な防衛省との協議等の進め 

方に関する基本的な考え方と具体的方策 

・防衛省の業績等の監視に対する事業者側における対応の 

考え方（管理体制、セルフモニタリングの考え方、非常 

時や改善勧告時等の復旧体制等）。あわせて、上記の点 

に配慮しながら、事業を一体的に進めるための留意事項 

（防衛省が実施する業務プロセスやサービスを含む）、 

留意事項に対する提案、これを実現するために必要な体 

制等を記載するなどのプロジェクトマネジメント及びモ 

ニタリング方策を具体的に提案すること。 

 

【緊急時、不具合発生時等におけるマネジメント方策】 

緊急時、不具合発生時等において安定かつ円滑に事業を実

施するためのマネジメント方策を以下の点に留意して作成す

ること。 

・緊急時、不具合発生時等の事態に対して、本事業衛星の 

設計及び製造、打上、試験、運用並びに本事業専用地上 

施設の整備及び試験、運用において、本事業に必要なア 

ベイラビリティ・パフォーマンスを確保するための冗長 

性かつ安定性が担保された確度が高い事業者全体で機動 

的に対処するための具体的なマネジメント方策を記載す 

ること。 

・緊急時、不具合発生時等の事態に対して、事業者と防衛 

省の連絡体制について迅速な意思疎通を図ることができ 

るための工夫・方策、そのために代表企業及び各選定企 

業とどのように連携するかを記載すること。 

A-3 リスク管理 

 

（事業継続や資産保全等の観点

からの事業者にリスクが極力滞

共通 ３ 【リスク対応方策】 

 本事業に係る特徴的なリスクに対する基本的な対処方針を

示し、事業者としてのリスク分担の考え方を記載すること。 



 
 

 

 
 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

留しない計画・リスクに対する

明確な管理方策の計画。秘密保

全・情報保証の観点からの万全

な計画・体制の確保。） 

 記載にあたっては、事業者が負担することとなっているリ

スクをどのように分担するのか、リスクが顕在化した場合に

どのように対処するのかについて、契約上の条件や保険の付

保状況・保険内容などを踏まえ具体的に記述すること。 

 また、提案内容に則し、保険アドバイザー等による事業評

価書、保険設計書案、バックアップサービサーの関心表明書

等を有する場合は、本様式以外の資料として添付すること。 

 本事業に関し、発注者側が負担するリスクで、それに対す

る費用増加抑制方策を講じているものがあれば、その具体的

な方策及び効果を記載すること。 

 また、事業者で作成予定の各種マニュアル（リスク管理対

応、危機管理対応、事前予防等）があれば、具体的な概要及

び運用方針についても記載すること。 

 

【セキュリティ対策・秘密保全・情報保証】 

 セキュリティ対策、秘密保全及び情報保証に係る方策等に

ついて具体的に記述すること。 

A-4 事業収支・資金調達計画、財

務・資金管理方針 

 

（事業の安定性を確保するため

の適切な事業収支・資金調達計

画。効果的な財務・資金管理方

策。） 

共通 ４ 【事業の安定性・確実性を確保する事業収支計画】 

事業者の資金計画（利率、借入先、資金割合等も可能な限

り明示）・財務計画上の基本的な考え方を示すこと。 

事業者が事業を管理する上で必要な各種業務及びこれに付

随して必要となる費用等（調達利息、その他費用等を含

む。）を根拠とともに記載すること。 

事業契約に基づくサービス対価から予め除く、事業者にお

いて民間商用事業により回収することを見込む本事業衛星及

び専用地上局の費用の一部については費用を明確に記載し、

当該費用を算定するための計算根拠や計算過程を具体的に記

載すること。 

事業収支計画は、適切な事業収支が理解できるものとし、

各収益費用項目の内訳・勘定の性質等についても別途説明を

記載すること。細部は、本様式とは別に様式A-4添付②に記

載すること。 

 

【効果的な財務・資金管理方針】 

事業者の事業収支計画を適正かつ確実に遂行し、安定的な

財務状況に資するための財務・資金管理方法（資金管理の方

策、利益処分に関する計画、資金リスク発生時の対応等）に

ついて記載すること。 

事業者の財務上の健全性、財務状態が事業計画に沿ったも

のとなっているかどうかについて、防衛省が簡便かつ効果的

に確認できるような協力方法について記載すること。 

上記のほか、事業期間にわたり確実に財務・資金管理を行

うための資金管理体制、外部モニタリング等の工夫があれば

記載すること。 

A-5 民間商用事業計画 

 

（産業育成に資するマーケット

の成長のための具体的な事業計

画。防衛省が画像データ取得の

優先権を有するという制約条件

共通 ３ 【民間商用事業の実施計画】 

事業期間を通じて衛星画像市場の育成に資する民間商用事

業を積極的に実施するための実施方針・事業計画を示すこ

と。 

民間商用事業として想定される利用用途や売上規模・数

量、体制等の具体的な実施内容に加え、民間商用事業の実施

頻度を高めるための営業活動の計画を示すこと。 



 
 

 

 
 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

がある中での本事業と民間ビジ

ネスの効果的な両立方策。） 

民間商用事業を実施する企業の実績が十分にあり、事業収

支計画をはじめとした事業計画が綿密に検討された、実施確

度の高い提案を示すこと。 

事業者において民間商用事業により回収することを見込

み、サービス対価の算定にあたって予め控除する費用に係る

考え方や控除割合について、具体的な根拠と合わせて記載す

ること。 

 

【本事業とのリスク分離】 

防衛省の画像データ取得と民間商用事業を両立するための

実施体制や運用計画を示すこと。 

民間商用事業が本事業や事業者の財務等に影響を及ぼさな

いような、リスク分離方策やリスク軽減方策を示すこと。 

 

※ 添付を求める事業収支計画等＜様式A-4添付①～⑤＞の作成上の留意事項 

 

・事業収支計画等は提案における各種条件と入札価格の妥当性を判断するものであるため、その整合性が確認

できるよう、正確な計算を行うこと。 

・事業収支計画等の内容が提案内容及び入札価格と著しく異なる内容の場合は、入札を無効とすることがある

ため、十分に留意すること。 

・事業収支計画等は、資料－４ サービス対価の算定及び支払方法の記載内容に準じて作成すること。 

・計算にあたっての事業年度は、国の会計年度に対応させること。 

・本事業の実施に必要な一切の資金及び費用を計上すること。 

・事業収支計画等の作成にあたっては、指示があるものを除き、消費税に関して税抜により作成すること。 

・関連規則及び法令等に基づく適切な会計・税務処理によって作成すること。 

・算定根拠等からの計算過程が複雑となる場合は、当該計算過程を別のシートによって作成し、これをあわせ

て添付しておくこと（計算の数式及び他のシートとのリンクが残したデータを提出すること）。 

  



 
 

 

 
 

b.「画像データ取得業務」に関する提案 

 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

B-1 スケジュール 

 

（段階的運用期間及び本格的運

用期間における本事業衛星の性

能及び投入軌道、再訪頻度・撮像

優先権・撮像要求から画像デー

タの提供までの要領など画像デ

ータ取得業務の要求水準を達成

するための確実性の高い構築ス

ケジュール。サプライチェーン

を含む適切な製造・打上げ体制、

製造・打上げ場所の確保、スケジ

ュールと整合した確実性の高い

事業計画。本格的運用期間の早

期開始のための提案。不測の事

態にも対応した方策等の提案。） 

共通 ４ 【構築スケジュール】 

段階的運用期間及び本格的運用期間において、本事業衛星の

性能等の画像データ取得業務の要求水準に関する各指標の達

成まで及び達成を継続するにあたっての具体的なスケジュー

ルを示すこと。 

 

【構築計画】 

本事業衛星の製造に関する主な部品の調達計画やサプライ

ヤーリストを示すこと。また、計画的に衛星部品を手配・確保

するための工夫・方策を示すこと。 

本事業衛星の製造から運用・維持管理までにおいて必要な許

認可（打上許可申請等）の取得計画について示すこと。既に取

得された者がある場合は証憑等を具体的に示すこと。 

本事業衛星の製造に関する体制や製造場所、計画について示

すこと。既に確保されたものがある場合は、契約条件等を具体

的に示すこと。実績がある場合は、その実績を具体的に示すこ

と。衛星の設計寿命に関する考えを具体的な根拠に基づき示す

こと。 

実施体制や工程及び調達管理、防衛省の確認行為に対する作

業への対応、各業務の管理責任者の実績及び能力、品質管理・

形態管理体制及びこれらを確実に遂行するための工夫・方策を

示すとともに、運用開始遅延が発生しない工夫・方策を示すこ

と。 

本事業衛星の打上に関する考え方や実績、計画について示す

こと。打上企業及びロケット選定の考え方、当該ロケットの打

上実績、射場の概要及びその使用実績、運用開始遅延が発生し

ない打上計画、代替手段の確保などの具体的な工夫・方策を示

すこと。 

本事業衛星による衛星コンステレーションの運用・維持管理

に関する体制、計画、実績を示すこと。実施体制や運用・維持

管理計画、衛星運用実績を示すこと。 

 

【本格的運用期間の早期開始のためのスケジュール・計画】 

本格的運用期間における、本事業衛星の性能等の画像データ

取得業務の要求水準を達成するための構築スケジュールにつ

いて、早期開始を見込むことが可能な場合は、具体的なスケジ

ュールを示すとともに、本格的運用期間の早期開始のための実

施体制や計画について示すこと。 

 

【不測の事態にも対応した方策等】 

事業期間にわたる本事業衛星によるコンステレーションの

構築に関して、不測の事態にも対応した実施体制や確保計画に

ついて具体的な方策等を示すこと。既に確保されたものがある

場合は、契約条件等を具体的に示すこと。実績がある場合は、



 
 

 

 
 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

その実績を具体的に示すこと。 

B-2 機能・性能 

 

（本事業衛星の性能・再訪頻度・

処理内容・画像取得時間・機数に

関して要求水準より優れた提

案。抗たん性や経済性など。本事

業衛星の機能・性能において技

術の向上を見込む提案。） 

共通 ６ 【衛星の機能・性能】 

１. 本事業衛星の性能及び投入軌道に関する要求水準、２. 

本事業衛星の再訪頻度に関する要求水準、３. 本事業衛星の

撮像優先権に関する要求水準、４. 本事業衛星の画像生成レ

ベルに関する要求水準、５. 撮像要求から画像データの提供

までの要領等に関する要求水準、７. 本事業衛星の打上げに

関する要求水準について、要求される機能・性能を実現するた

めの具体的な手段とその根拠について詳細に記載すること。

その際、実績についての記載も含むこと。 

以下の本事業衛星の機能・性能について、要求水準より優れ

たものを見込む場合は具体的な内容と根拠を示すこと。 

・１．１本事業衛星の性能について、業務要求水準書で要求 

される性能より優れた衛星を運用するとき、当該衛星の諸 

元及び実現の根拠について詳細に記載すること。 

・２．２再訪頻度について、業務要求水準書で要求される再 

訪頻度より優れた提案をするとき、実現の根拠として衛星 

の機数及び軌道等を詳細に記載すること。 

・４．１処理内容について、業務要求水準書で要求される基 

準より優れた画像処理を実施するとき、処理内容及び実現 

の根拠について詳細に記載すること。 

・５．３画像取得時間について、業務要求水準書で要求され 

る基準より優れた画像取得時間を実現するとき、取得時間 

及び実現の根拠について詳細に記載すること。 

・業務要求水準書で要求される基準より多くの国産衛星を 

含めた衛星コンステレーションを整備するとき、衛星コン 

ステレーションの構成及び整備スケジュールについて詳 

細に記載すること。 

 

【抗たん性や耐災害性など確保の考え方】 

本事業衛星の抗たん性や耐災害性、省エネ化について記載す

ること。 

 

【衛星の機能・性能における技術向上】 

事業期間にわたる衛星の機能・性能の向上を見込む場合は、

具体的な施策を示すこと。 

B-3 運用 

 

（その他地上局の運用に関して

要求水準より優れた運用に関す

る提案。バックアップも考慮し

た、確実にサービスを受けられ

る計画の具体的な提案。） 

共通 ４ 【衛星の運用体制】 

８. 本事業衛星の運用に関する要求水準にある運用を実現

するための具体的な手段とその根拠について詳細に記載する

こと。その際、実施体制及び実績についても提示すること。 

 

【その他衛星の運用体制】 

８. 本事業衛星の運用に関する要求水準の８.３ 本事業衛

星以外の衛星に記載されている"その他衛星"について、具体的



 
 

 

 
 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

な手段とその根拠を詳細に記載すること。また、その他衛星と

して提案する衛星の実績も示すこと。 

 

【その他地上局の運用体制】 

６. その他地上局に関する要求水準にある運用体制を実現

するための地上局の位置と基数及び仕様とその根拠について

詳細に記載すること。 

６．その他地上局に関する要求水準について、業務要求水準

書で要求される基準より優れた運用を実現するとき、当該地上

局の位置、基数、使用、利用の優先度及び実現の根拠について

詳細に記載すること。 

 

【運用計画】 

本事業衛星（その他衛星含む）及びその他地上局、専用地上

施設を考慮して、確実にサービスを提供できるよう、運用計画

をバックアップ体制の計画とともに詳細に記載すること。 

 

  



 
 

 

 
 

c.「専用地上施設運用等業務」に関する提案 

 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

C-1 スケジュール 

 

（段階的運用期間及び本格的運

用期間における、統合運用シス

テム等及び専用地上局に対する

要求を達成するための確実性の

高い整備スケジュール。統合運

用システム等及び専用地上局に

関するサプライチェーンを含む

適切な整備体制、整備場所の確

保、スケジュールと整合した確

実性の高い事業計画。統合運用

システム等及び専用地上局に関

する本格的運用期間の早期開始

のための提案。統合運用システ

ム等及び専用地上局に関する不

測の事態にも対応した方策等の

提案。） 

共通 ６ 【統合運用システム等の整備スケジュール】 

段階的運用期間及び本格的運用期間において、統合運用シス

テム等並びに統合運用システムと飯岡地上局との間の連接に

関する要求水準の各指標の達成まで及び達成を継続するにあ

たっての具体的なスケジュールを示すこと。 

 

【専用地上局の整備スケジュール】 

本格的運用期間において、専用地上局に関する要求水準の各

指標の達成まで及び達成を継続するにあたっての具体的なス

ケジュールを示すこと。 

 

【統合運用システム等の整備計画】 

統合運用システム等の製造に関する主な部品等の調達計画

やサプライヤーリストを示すこと。 

計画的に部品を手配・確保するための工夫・方策を示すこと。 

統合運用システム等の整備から運用・維持管理までにおいて

必要な許認可の取得計画について示すこと。また、既に取得さ

れたものがある場合は証憑等を具体的に示すこと。 

統合運用システム等の製造に関する体制や設置場所、計画に

ついて示すこと。また、既に確保されたものがある場合は、契

約条件等を具体的に示すこと。 

統合運用システム等に類似した機能・性能を有するシステム

等の製造実績がある場合は、その実績を具体的に示すこと。 

統合運用システム等の整備の実施体制や工程及び調達管理、

防衛省の確認行為に対する作業への対応、各業務の管理責任者

の実績及び能力、品質保証体制及びこれらを確実に遂行するた

めの工夫・方策を示すとともに、運用開始遅延が発生しない工

夫・方策を示すこと。 

統合運用システム等の整備に関する体制や計画について示

すこと。整備体制や設置場所の確保計画を確実に遂行するため

の工夫・方策を示すこと。 

 

【専用地上局の整備計画】 

専用地上局の製造に関する主な部品等の調達計画やサプラ

イヤーリストを示すこと。 

計画的に部品を手配・確保するための工夫・方策を示すこと。 

専用地上局の整備から運用・維持管理までにおいて必要な許

認可（新設する地上局の無線免許等）の取得計画について示す

こと。また、既に取得された者がある場合は証憑等を具体的に

示すこと。 

専用地上局の製造に関する体制や設置場所、計画について示

すこと。また、既に確保されたものがある場合は、契約条件等

を具体的に示すこと。 

地上局アンテナの整備の実績がある場合は、その実績を具体



 
 

 

 
 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

的に示すこと。 

専用地上局の整備の実施体制や工程及び調達管理、防衛省の

確認行為に対する作業への対応、各業務の管理責任者の実績及

び能力、品質保証体制及びこれらを確実に遂行するための工

夫・方策を示すとともに、運用開始遅延が発生しない工夫・方

策を示すこと。 

専用地上局の整備に関する体制や計画について示すこと。整

備体制や設置場所の確保計画を確実に遂行するための工夫・方

策を示すこと。 

 

【統合運用システム等に係る本格的運用期間の早期開始のた

めのスケジュール・計画】 

本格的運用期間における、統合運用システム等に対する要求

水準を達成するための整備スケジュールについて、早期開始を

見込むことが可能な場合は、具体的なスケジュールを示すとと

もに、本格的運用期間の早期開始のための実施体制や計画につ

いて示すこと。 

 

【専用地上局に係る本格的運用期間の早期開始のためのスケ

ジュール・計画】 

本格的運用期間における専用地上局に対する要求水準を達

成するための整備スケジュールについて、早期開始を見込むこ

とが可能な場合は、具体的なスケジュールを示すとともに、本

格的運用期間の早期開始のための実施体制や計画について示

すこと。 

 

【統合運用システム等に係る不測の事態にも対応した方策等】 

事業期間にわたる本事業専用地上施設の整備に関して、不測

の事態（戦争、暴動その他これらに類似の事案が発生した場合

含む。）にも対応した実施体制や確保計画について具体的な方

策等を示すこと。また、既に確保されたものがある場合は、契

約条件等を具体的に示すこと。実績がある場合は、その実績を

具体的に示すこと。 

 

【専用地上局に係る不測の事態にも対応した方策等】 

事業期間にわたる本事業専用地上施設の整備に関して、不測

の事態（戦争、暴動その他これらに類似の事案が発生した場合

含む。）にも対応した実施体制や確保計画について具体的な方

策等を示すこと。また、既に確保されたものがある場合は、契

約条件等を具体的に示すこと。実績がある場合は、その実績を

具体的に示すこと。 

C-2 機能・性能 

 

（統合運用システム等及び専用

地上局の機能・性能に関して要

求水準より優れた提案。抗たん

共通 ４ 【専用地上施設の機能・性能】 

 １. 統合運用システム等の設置場所及び機能に関する要求

水準及び２. 専用地上局の設置場所及び機能に関する要求水

準に記載されている機能・性能を実現するための具体的な手段

とその根拠について詳細に記載すること。その際、実績につい



 
 

 

 
 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

性や経済性など。） ての記載も含むこと。 

 １. 統合運用システム等の設置場所及び機能に関する要求

水準及び２. 専用地上局の設置場所及び機能に関する要求水

準について、３. 統合運用システム等及び専用地上局の維持管

理に関する要求水準も考慮しつつ、緊急時、不具合対応時、不

測の事態（戦争、暴動その他これらに類似の事案が発生した場

合含む。）にも安定的かつ情報保全を考慮した運用が可能とな

るように機器・システムの冗長性等についてその実現方法と根

拠を詳細に記載すること。 

 以下の統合運用システム等及び専用地上局の機能・性能につ

いて、要求水準より優れたものを見込む場合は具体的な内容と

根拠を示すこと。 

 ・統合運用システム等の機能について、業務要求水準書で要 

求される以外の機能を搭載するとき、当該機能について詳 

細を記載すること。 

 ・統合運用システム等の性能について、業務要求水準書で要 

求される性能より優れた運用を実現するとき、システムの 

性能値と実現の根拠について詳細を記載すること。 

 ・専用地上局の設置場所及び機能について、最適と考える場 

所や基数、主系・従系の配置を根拠とともに記載すること。 

 

【抗たん性や耐災害性など確保の考え方】 

統合運用システム等の抗たん性や耐災害性、省エネ化につい

て記載すること。 

専用地上局の抗たん性や耐災害性、省エネ化について記載す

ること。 

C-3 運用 共通 ２ 【専用地上施設の運用体制・対応】 

 １. 統合運用システム等の設置場所及び機能に関する要求

水準及び２. 専用地上局の設置場所及び機能に関する要求水

準について、３. 統合運用システム等及び専用地上局の維持管

理に関する要求水準と４. 我が国の安全保障用途に適合した

セキュリティレベルに関する要求水準を考慮しつつ、本事業専

用地上施設の運用体制に関する以下の事項について詳細に記

述すること。また、専用地上施設の稼働率を確保するための工

夫・方策を示すこと。 

 (1)運用体制 

  ・実施体制及び場所 

  ・要員配置計画 

  ・防衛省への報告等に対する連絡体制 

  ・秘密保全に関する体制 

  ・情報保証の確保に関する体制 

 (2)緊急時・不具合発生時の対応  

  ・初動体制 

  ・緊急時・不具合発生時の対応方針 

  ・サイバーセキュリティの対応方針 

 



 
 

 

 
 

d.ワーク・ライフ・バランス等への取組状況 

 

様式 

番号 

様式名称 

（評価の基準） 
様式 

枚数 

制限 
記載指示事項 

D-1 ワーク・ライフ・バランス等の推

進 

 

（女性活躍推進法、次世代法、青

少年雇用促進法に関する具体的

な取り組みの確認（認定の取得

状況等）。） 

共通 

任意 

－ 【女性活躍推進法に基づく認定に係る認定通知書の取得状況】 

「えるぼし認定」「プラチナえるぼし認定」を提示すること。 

 

【次世代育成支援対策推進法に基づく認定に係る認定通知書】 

「くるみん認定（～H29.3.31）」「トライくるみん」「くるみ

ん認定（H29.4.1～R4.3.31）」「くるみん認定（R4.4.1～）」「プ

ラチナくるみん認定」を提示すること。 

 

【青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定に係る認

定通知書】 

「ユースエール認定」に係る認定通知書を提示すること。 

※いずれか一つの認定等を受けていれば評価の対象とする。 

※応募者を構成する代表企業、構成員及び協力企業のすべて

がいずれかの認定等を受けている場合に加点を行う。 

D-2 賃上げを実施する企業に対する

措置 

 

（賃上げの実施に関する具体的

な取り組みの確認（認定の取得

状況等）。） 

共通 

任意 

－ 【賃上げを実施する企業の取り組み状況】 

 令和７年４月以降に開始する最初の事業年度又は令和７年

（暦年）において、大企業の場合、対前年度比で「給与等受給

者一人当たりの平均受給額」を３％以上増加させる旨を、中小

企業等の場合、対前年度比で「給与総額」を１．５％以上増加

させる旨を従業員に表明していること。 

 ※「中小企業等」とは、法人税法第６６条第２項又は第３項

に該当する者のことをいう。ただし、同条第５項に該当するも

のは除く。「大企業」は、それ以外の者のことをいう。 

 ※応募者を構成する代表企業、構成員及び協力企業のすべて

が賃上げ実施の表明を行っている場合に加点を行う。 

 （昨年度総合評価入札において賃上げを表明した落札会社の

み） 

 昨年度総合評価落札方式において賃上げ表明した場合、確実

に実施していること。 

D-3 公的個人認証及び電子入札の推

進 

 

（マイナンバーカードの普及に

関する取り組みの確認） 

共通 

任意 

－ 【マイナンバーカードの普及に関する取り組み状況】 

 マイナンバーカードの普及等に向けた情報システムに係る

調達等における評価制度の実施要領（令和５年３月３１日。デ

ジタル社会推進会議幹事会決定）（以下、「マイナ評価実施要領」

という。）に規定する認定事業者等に該当する場合、該当する

ことを証する書類を提示すること。 

※応募者を構成する代表企業、構成員及び協力企業のすべて

が認定等を受けている場合に加点を行う。 

 

 



（様式１－１） 

 

支出負担行為担当官 

防衛装備庁長官 〇〇 〇〇 殿 

 

情報の保全に関する誓約書 

 
【企業名をご記載ください】（以下「当社」という。）は、「衛星コンステレーションの整

備・運営等事業」に基づき、当社に対して開示される取り扱い上の注意を要する業務要求水準書

（資料－２）並びにサービス対価の算定及び支払方法（資料－４）における保護すべき情報につ

いて、次のとおり誓約します。 

 

１ 当該情報が漏洩、紛失、破壊等されないように保全を徹底し、漏洩等の事実があった場

合は当社が一切の責任を負います。 

２ 当社は、当社の従業員の故意又は過失により当該情報が漏洩したときであっても、取り

扱い上の責任を免れません。 

３ 当社は、当該情報を取扱者名簿の者以外に供覧又は漏洩しません。 

４ 当社は、当該情報の取扱者に対しても、本作業に必要な限度をこえて当該情報を供覧し、又

は漏洩しません。 

５ 当社は、本作業に関係のない者をみだりに作業場所等の施設に立ち入らせ、又は近付かせま

せん。 

６ 本作業により当該情報を知り得た取扱者が離職した後も、知り得た情報は本誓約書各項の規

定と同様の管理体制により扱います。 

７ 貴省が必要と認めた時は、情報の保全の状況に関する検査を受け入れ、又は必要な指示に従

います。 

８ 当社は、情報の漏洩、紛失、破壊等が発生し、またそれらの疑い若しくは恐れがあったとき

は、適切な措置をとるとともに、その詳細を速やかに貴省へ報告します。 

 

令和７年  月  日 

 
所 在 地 

企 業 名 

代表者氏名  

担当者氏名 

連 絡 先 

 



 

 

（様式１－２） 

令和  年  月  日 

 
取扱者名簿の提出について 

 

支出負担行為担当官 

防衛装備庁長官 ○○ ○○ 殿 

 

 

会 社 名              

住    所              

代表者名              

担当者名                

連 絡 先                

 

 

 令和  年  月  日に公告のありました「衛星コンステレーションの整備・運

営等事業」に基づき、当社に対して開示される業務要求水準書（資料－２）並びにサー

ビス対価の算定及び支払方法（資料－４）における保護すべき情報に接する者を別添

のとおり提出いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：取扱者名簿 



氏　名
（フリガナ）

※

※

※

※

※

※

書ききれない場合は、備考欄のほか、欄外の余白部分又は別紙を用いて補足することは差し
支えない。

本名簿に記載された個人情報は、取扱者としての確認手続にのみ使用し、目的外の利用を禁
止する。

氏名欄は、戸籍上の氏名を記載すること。フリガナは、必要に応じ欄を設けて記載しても差
し支えない。

注意

（特に厳重な取扱いを要する）

記入後個人情報

取　扱　者　名　簿

番号 生年月日 住　所 国籍 所属・役職 備考業務内容

生年月日欄は和暦標記を基本とする。なお、「S」・「H」等の標記は可とする。

（様式１－２　別添）

業務内容は、a：役員、b：営業、c：情報システム関係者、d：エンジニア（情報システム関
係者を除く。）、e：その他　の記号で記載することを基本とするが、これにより難い場合
は、適宜の凡例を様式内に示すなどして記入すること。

備考欄には、現在履行中の他の契約での取扱者としての承認されている場合は、〇及び当該
調達要求番号を記載する。（複数該当する場合は、契約期間が一番長いものを記載）。



（様式２）

令和７年　　月　　日

衛星コンステレーションの整備・運営等事業に関する入札説明書等について、以下のとおり質問書を提出します。

質 問 件 数 件

①
No.

②
資料名

③
ﾍﾟｰｼﾞ

④
行

⑤
項目名

会 社 名

住 所

担 当 者 氏 名

本事業で
想定され
る貴社の
関与形態
（業務内
容等）

電 話 番 号

メ ー ル ア ド レ ス

⑥
質問



【記載要領】
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.

8.

9.

10.

ある一つの箇所を対象に複数の質問を行う場合には、それぞれを互いに別の質問と見なし、各々別のセルに記載すること。
別々の質問文間の相互参照を行わないこと。

「④行」の列には、当該質問対象箇所が記載されている行が当該ページ中で上から数えて何行目であるかを半角アラビア数字で記載すること。な
お、文章中の空白行は一行とは数えない。表が含まれるページに関しては表中の一行もページ中の一行として数えるものとする。

上記6～9の記載をもとに質問を対象箇所の順に並べ、「①No.」の列に「１」から順に通し番号を半角アラビア数字で記載すること。

「②資料名」は電子データ上でプルダウンメニューから選択すること。
質問内容は会社としてとりまとめ、主旨の重複する複数の質問を行わないこと。

「⑤項目名」の列には、当該質問に該当する大綱（章等）より記入すること（英数字、カタカナは全角）。なお、事業契約書等については条文番号
を記載すること。
　記入例）第２第１項（１）／　第１０条第３項

「③ページ」の列には、当該質問対象箇所が記載されているページ番号(当該ページの下部に記載されている数字)を半角アラビア数字で記載するこ
と。ページ番号が記載されていない資料については、PDFファイル上のページ番号を記載すること。

質問は原則としてすべてインターネット等により公開して回答する（電話等による個別回答は行わない。）。
質問は１行につき１問とし、必要に応じて適宜行を追加すること。また、列の追加又は移動、セルの結合を行わないこと。



 

 

（様式３－１） 

 

令和  年  月  日 

 

 

入 札 参 加 表 明 書 
 

 

支出負担行為担当官 

防衛装備庁長官 ○○ ○○ 殿 

 

（代表企業）会  社  名              

住    所              

代 表 者 名                

担 当 者 名          

連  絡  先              

 

 

 令和  年  月  日付で公告のありました「衛星コンステレーションの整備・

運営等事業」に係る一般競争入札に参加することを表明します。 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：応募者一覧及び業務の役割分担（様式３－２） 

業務の受託企業等一覧（様式３－３） 

委任状（様式３－４） 



 

 

（様式３－２） 

 

令和 年 月 日 
 

応募者一覧及び業務の役割分担 
代表企業 会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担当者氏名： 

電 話 番 号： 

E - m a i l： 

＜本事業における役割＞ 

・画像データ取得業務 

・専用地上施設運用等業務 

・全般管理業務 

・その他 

（                                    ） 

構成員 会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担当者氏名：  

電 話 番 号： 

E - m a i l： 

＜本事業における役割＞ 

・画像データ取得業務 

・専用地上施設運用等業務 

・全般管理業務 

・その他 

（                                    ） 

協力企業 会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担当者氏名： 

電 話 番 号： 

E - m a i l： 

＜本事業における役割＞ 

・画像データ取得業務 

・専用地上施設運用等業務 

・全般管理業務 

・その他 

（                                    ） 

 

※１：構成員及び協力企業の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 

※２：＜本事業における役割＞には該当業務（複数可）を丸で囲むこと。「その他」を選択した場合又は一つの業務を複数企

業で分担する場合には、その分担内容をカッコ内に記載すること。 

 
 



 

 

（様式３－３） 

 

令和 年 月 日 

 

業務の受託企業等一覧 

 
１．応募企業が受任し、又は請負うべき業務 

【画像データ取得業務】 

会 社 名： 

住 所： 

【専用地上施設運用等業務】 

会 社 名： 

住 所： 

【全般管理業務】 

会 社 名： 

住 所： 

 

※ 一つの業務を複数の企業で分割する場合、その他、記入欄が足りない場合は、本様 

式に準じて記入欄を追加・挿入すること。 

 



 

 

（様式３－４） 

 

令和  年  月  日 

 

委  任  状 

 
支出負担行為担当官 

防衛装備庁長官 〇〇 〇〇 殿 

 
 

 別紙に示す委任者一同は、下記の者を代表企業と定め、令和  年  月  日に

公告のありました「衛星コンステレーションの整備・運営等事業」の入札等に関し、下

記の権限を委任します。 

 

記 

 

受任者 

（代表企業） 

会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担当者名： 

連 絡 先： 

委任事項 1. 入札への参加表明及び入札辞退に関する件 

2. 審査資料に関する件 

3. 入札書及び見積書に関する件 

4. 復代理人の選任及び解任に関する件 

5. その他上記の委任事項に関する一切の件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
添付資料：別紙 
  



 

 

別 紙 

 

委  任  者  一  覧 

 
 

構成員 会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担当者名： 

連 絡 先： 

構成員 会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担当者名： 

連 絡 先： 

協力企業 会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担当者名： 

連 絡 先： 

協力企業 会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担当者名： 

連 絡 先： 

※ 構成員及び協力企業の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加すること。 



 

 

（様式３－５） 

令和  年  月  日 

 
競争参加資格確認申請書 

 

支出負担行為担当官 

防衛装備庁長官 〇〇 〇〇 殿 

 

 

（代表企業）会 社 名              

住    所              

代表者名              

担当者名                

連 絡 先                

 

 

 令和  年  月  日に公告のありました「衛星コンステレーションの整備・運

営等事業」に係る競争参加資格について確認されたく、申請します。 

 

 

 

 

 

 

添付書類：会社概要等 

競争参加資格を証する書類 

画像観測衛星製造・運用実績（様式３－６） 

画像観測衛星の管制運用が可能な地上施設整備・運営実績（様式３－７） 

画像観測データダウンリンク実績（様式３－８） 

画像観測衛星の運用・管制に要する地上施設の管理実績（様式３－９） 



 

1 
 

（様式３－６） 

令和 年 月 日 

 

画像観測衛星製造・運用実績 

 

競争参加資格要件 

本事業衛星によるコンステレーションを構成する国産衛星と同等の性能

を有する画像観測衛星を国内で複数機製造し、軌道上運用した実績を有

し、かつ、提案時点において当該衛星が軌道上で運用されていること。

ただし、複数の者で満たすこととすることでも差し支えない。 

画像観測衛星製造・運

用企業名 
 

上記企業の区分 代表企業  ・  構成員  ・  協力企業（いずれかを囲むこと。） 

製造・運用請負企業名 

※上記企業から製

造・運用業務を請け負

う場合 

 

＜記載指示事項＞ 

競争参加資格要件を満たしていることが分かるよう、画像観測衛星製造・運用実績について、画像観測衛

星の性能（センサ種別、バンド、撮像偏波方式、観測モード、観測幅もしくは観測領域、空間分解能、ダ

イナミックレンジ、軌道種別等）、再訪頻度、画像生成レベル、当該企業が果たした役割等について記載

すること。 

当該実績を客観的に確認できる証憑（契約書、公表文書等）を、本様式とは別に添付すること。 

画
像
観
測
衛
星
製
造
・
運
用
実
績 

 

※１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 



 

1 
 

（様式３－７） 

令和 年 月 日 

 

画像観測衛星の管制運用が可能な地上施設整備・運営実績 

 

競争参加資格要件 
画像観測衛星への撮像指示を含む画像観測衛星の管制運用が可能な地

上施設の整備及び当該施設の運営の実績を有すること。 

画像観測衛星地上施

設整備・運営企業名 
 

上記企業の区分 代表企業  ・  構成員  ・  協力企業（いずれかを囲むこと。） 

整備・運営請負企業名 

※上記企業から整備・

運営業務を請け負う

場合 

 

＜記載指示事項＞ 

競争参加資格要件を満たしていることが分かるよう、画像観測衛星の管制運用が可能な地上施設整備・

運営実績について、過去の画像観測衛星の管制運用が可能な地上施設の整備及び運営の概要、当該企業

が果たした役割等について記載すること。 

当該実績を客観的に確認できる証憑（契約書、公表文書等）を、本様式とは別に添付すること。 

画
像
観
測
衛
星
の
管
制
運
用
が
可
能
な
地
上
施
設
整
備
・
運
営
実
績 

 

※１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 



 

1 
 

（様式３－８） 

令和 年 月 日 

 

画像観測データダウンリンク実績 

 

競争参加資格要件 
概ね５機以上の画像観測の衛星で構成される衛星群を対象に、画像観測の衛星から

自社保有の地上施設にデータを送付するダウンリンクの実績を有すること。 

画像観測データダウ

ンリンク企業名 
 

上記企業の区分 代表企業  ・  構成員  ・  協力企業（いずれかを囲むこと。） 

請負企業名 

※上記企業からダウ

ンリンク業務を請け

負う場合 

 

＜記載指示事項＞ 

競争参加資格要件を満たしていることが分かるよう、画像観測データダウンリンク実績について、地上局

の諸元（設置場所、機能・性能）、当該企業が果たした役割等について記載すること。 

当該実績を客観的に確認できる証憑（契約書、公表文書等）を、本様式とは別に添付すること。 

画
像
観
測
デ
ー
タ
ダ
ウ
ン
リ
ン
ク
実
績 

 

※１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 



 

1 
 

（様式３－９） 

令和 年 月 日 

 

画像観測衛星の運用・管制に要する地上施設の管理実績 

 

競争参加資格要件 
画像観測の衛星の運用及び画像観測の衛星の管制に要する地上施設を対象とした

管理業務の実績を有すること。 

画像観測衛星地上施

設管理企業名 
 

上記企業の区分 代表企業  ・  構成員  ・  協力企業（いずれかを囲むこと。） 

＜記載指示事項＞ 

競争参加資格要件を満たしていることが分かるよう、画像観測衛星の運用及び画像観測の衛星の管制に

要する地上施設を一体として管理した実績について、管理した衛星及び地上施設の諸元（設置場所、機

能・性能）、当該企業が果たした役割等について記載すること。 

当該実績を客観的に確認できる証憑（契約書、公表文書等）を、本様式とは別に添付すること。 

画
像
観
測
衛
星
の
運
用
・
管
制
に
要
す
る
地
上
施
設
の
管
理
実
績 

 

※１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 



会 社 名

住 所

担 当 者 氏 名

電 話 番 号

メールアドレス

No 議題 資料名 ﾍﾟｰｼﾞ 行 項目名 質問・確認事項 優先度

【記載要領】
1.

2.
3.
4.
5.

6.
7.

8.

9.

10.
11.
12.

（様式４－１）

令和　年　月　日

衛星コンステレーションの整備・運営等事業　競争的対話　事前／最終質問書

「優先度」の列には、優先して回答を希望する質問に対して、優先度の高い順からA、B、Cをプルダウンメニューから選択すること。A、B、Cは満遍なく割り振ること。
入札説明書の別紙２に示す実施時間の範囲内で、質問回答が実施可能な事前質問数に精査をすること。

「資料名」は電子データ上でプルダウンメニューから選択すること。
「ページ」の列には、当該質問対象箇所が記載されているページ番号(当該ページの下部に記載されている数字)を半角アラビア数字で記載すること。ページ番号が記載
されていない資料については、PDFファイル上のページ番号を記載すること。

「行」の列には、当該質問対象箇所が記載されている行が当該ページ中で上から数えて何行目であるかを半角アラビア数字で記載すること。なお、文章中の空白行は一
行とは数えない。表が含まれるページに関しては表中の一行もページ中の一行として数えるものとする。

「項目名」の列には、当該質問に該当する大綱（章等）より記入すること（英数字、カタカナは全角）。なお、事業契約書等については条文番号を記載すること。
　記入例）第２第１項（１）／　第１０条第３項

上記6～9の記載をもとに質問を対象箇所の順に並べ、「No.」の列に「１」から順に通し番号を半角アラビア数字で記載すること。

質問回答の内容は、本事業に係る入札条件としての効力を有するものとし、原則として事業契約締結後に公表する。
ただし、質問内容及び質問回答が、入札参加者の特殊な技術、ノウハウ等に係るもので公表することにより、入札参加者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害す
るおそれのある質問や、本事業における情報収集能力等が明らかとなり、国の安全が害されるおそれがある回答等については、公表しない場合がある。

質問は１行につき１問とし、必要に応じて適宜行を追加すること。また、列の追加又は移動、セルの結合を行わないこと。
ある一つの箇所を対象に複数の質問を行う場合には、それぞれを互いに別の質問と見なし、各々別のセルに記載すること。
別々の質問文間の相互参照を行わないこと。
質問内容は会社としてとりまとめ、主旨の重複する複数の質問を行わないこと。対話が円滑に進行するよう、主な議題ごとに質問・確認事項を整理すること。



 

 
 

（様式４－２） 

令和 年 月 日 

競争的対話 出席者名簿 
 

      （代表企業）会 社 名：           

            住 所：           

         代 表 者 名：           

            担 当 者 名：           

            連 絡 先：           

     
 

 

出 席 者 氏 名 

 

 

会 社 名 

 

 

所 属 ・ 役 職 

 

防衛省（防衛

庁を含む）勤

務経験の有無 

 

備 考 

 

1    無 (例)代表企業 

2    有 (例)衛星製造企業 

3     (例)アドバイザー 

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

競争的対話の実施日前日までに提出すること。 



 

 

（様式５－１） 

 

令和  年  月  日 

 

 

入 札 辞 退 届 
 

 

支出負担行為担当官 

防衛装備庁長官 ○○ ○○ 殿 

 

（代表企業）会 社 名             

住 所             

代表者名             

担当者名             

連 絡 先             

 

 

 令和  年  月  日に公告のありました「衛星コンステレーションの整備・運

営等事業」に関する入札参加表明書等を提出しましたが、都合により入札を辞退しま

す。 



 

 

（様式５－２） 

 

令和  年  月  日 

 

構 成 員 等 変 更 届 
 

支出負担行為担当官 

防衛装備庁長官 ○○ ○○ 殿 

 

（代表企業）会 社 名             

住 所             

代 表 者 名             

担 当 者 名             

連 絡 先             

 

 令和  年  月  日に公告のありました「衛星コンステレーションの整備・運

営等事業」に関する入札参加表明書等を提出しましたが、下記の理由により、別添のと

おり構成員【協力企業】を変更させていただきたく、当該変更後の企業に係る関係書類

を添え、構成員等変更届を届け出ます。 

 ※注 【 】は、協力企業の場合に記載する。 

 

記 

 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○のため。 
 
 
 
 
 
 
 
 
添付書類：別紙 
 ○○○○○○○○○ 
 



 

 

別紙 

 
構成員 

【協力企業】 

（変更前） 

会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担 当 者 名： 

電 話 番 号： 

E - m a i l： 

＜本事業における役割＞ 

・画像データ取得業務 

・専用地上施設運用等業務 

・全般管理業務 

・その他 

（                                ） 

構成員 

【協力企業】 

（変更後） 

会 社 名： 

住 所： 

代表者名： 

担 当 者 名： 

電 話 番 号： 

E - m a i l： 

＜本事業における役割＞ 

・画像データ取得業務 

・専用地上施設運用等業務 

・全般管理業務 

・その他 

（                                ） 

※ 変更する構成員及び協力企業が複数の場合は、本様式に準じて追加・作成するこ

と。 

※ 構成員及び協力企業を変更することにより、他の構成員及び協力企業の本事業に

おける役割を変更する場合は、当該企業に関しても、本様式に準じて作成すること。 

※ ＜本事業における役割＞には該当業務（複数可）を丸で囲むこと。「その他」を選

択した場合又は一つの業務を複数企業で分担する場合には、その分担内容をカッコ

内に記載すること。 



 

 

（様式６－１） 

 

令和  年  月  日 

 

 

第二次審査資料提出書 
 

 

支出負担行為担当官 

防衛装備庁長官 ○○ ○○ 殿 

 

（代表企業）会 社 名  

住  所  

代表者名  

担当者名  

連 絡 先  

 

 

 「衛星コンステレーションの整備・運営等事業」入札説明書に基づき、必要書類を添

付して提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：企業等一覧表（様式６－２） 

     提案書類一式 



 

 

（様式６－２） 

令和 年 月 日 

 

企 業 等 一 覧 表 
①提案書類に 

おける企業名 
②企業名 ③役割 ④種別 

○○Ａ社    

○○Ｂ社    

○○Ｃ社    

○○Ｄ社    

○○Ｅ社    

○○Ｆ社    

○○Ｇ社    

○○Ｈ社    

○○Ｉ社    

○○Ｊ社    

○○Ｋ社    

○○Ｌ社    

○○Ｍ社    

○○Ｎ社    

○○Ｏ社    

○○Ｐ社    

○○Ｑ社    

○○Ｒ社    

 

記載上の注意事項 

①提案書類における企業名 

提案書類の副本に記載した、アルファベットによる企業名を記載すること。アルファベッ

トの前の○○には当該企業の属性（衛星事業者、地上施設運用事業者、金融機関等）を示す

呼称を付すこと。（例：衛星事業者Ａ社） 

②企 業 名 

①に対応する企業名を記載すること。 

③役  割 

当該企業の本事業における役割（画像データ取得業務、専用地上施設運用等業務、全般管

理業務等）を簡潔に記載すること。 

④種  別 

当該企業の本事業における種別（代表企業、構成員、協力企業、その他のうち該当する種

別）を記載すること。 



 
（共通様式） 
 

書類名  ※書類名（様式名称）を記入  様式番号  様式○－○ ○／○ 



サービス対価の内訳及び支払計画 単位：円

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度計 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度計

Ⅰ．画像データ取得費 0 0

Ⅱ．専用地上施設運用等業務費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

統合運用システム等運用等業務費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

統合運用システム等整備費 0 0

統合運用システム等運用・維持管理費 0 0

専用地上局運用等業務費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

専用地上局整備費 0 0

専用地上局運用・維持管理費 0 0

Ⅲ．全般管理業務費 0 0

Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ：サービス対価の合計（税抜） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　消費税等の合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　サービス対価の合計（税込） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　　　＜様式作成にあたっての注意事項＞

*1 本様式におけるサービス対価の合計（税抜）は、入札書の金額と一致させること。なお、本様式は、落札後、事業契約書別紙２として添付

され、上記のスケジュールに従い、防衛省からサービス対価が支払われることに留意すること。

*2 算定根拠は、様式A‐4添付②における営業収入（国からの収入）と整合させること。

*3 上表の各項目の算定方法等は、「資料－４　サービス対価の算定及び支払方法」に対応させること。

*4 消費税等（地方消費税を含む。以下同じ。）を含め、四半期毎の各費目が１円単位となるように、小数点以下を切り捨てること。

*5 各事業年度は、第1四半期（4月～6月）、第2四半期（7月～9月）、第3四半期（10月～12月）及び第4四半期（翌1月～3月）で構成される。

*6 セルに入力済みの計算式は、原則として変更しないこと。

*7 必要に応じて、物価変動を考慮すること。

事業年度
令和8年度 令和9年度

サービス対価の内訳 A‐4添付①書類名 様式番号 １／３



サービス対価の内訳及び支払計画

Ⅰ．画像データ取得費

Ⅱ．専用地上施設運用等業務費

統合運用システム等運用等業務費

統合運用システム等整備費

統合運用システム等運用・維持管理費

専用地上局運用等業務費

専用地上局整備費

専用地上局運用・維持管理費

Ⅲ．全般管理業務費

Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ：サービス対価の合計（税抜）

　　　　消費税等の合計

　　　　サービス対価の合計（税込）

事業年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度計 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度計

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本様式におけるサービス対価の合計（税抜）は、入札書の金額と一致させること。なお、本様式は、落札後、事業契約書別紙２として添付

各事業年度は、第1四半期（4月～6月）、第2四半期（7月～9月）、第3四半期（10月～12月）及び第4四半期（翌1月～3月）で構成される。

令和10年度 令和11年度

サービス対価の内訳 A‐4添付①書類名 様式番号 ２／３



サービス対価の内訳及び支払計画

Ⅰ．画像データ取得費

Ⅱ．専用地上施設運用等業務費

統合運用システム等運用等業務費

統合運用システム等整備費

統合運用システム等運用・維持管理費

専用地上局運用等業務費

専用地上局整備費

専用地上局運用・維持管理費

Ⅲ．全般管理業務費

Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ：サービス対価の合計（税抜）

　　　　消費税等の合計

　　　　サービス対価の合計（税込）

事業年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度計

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

総合計
令和12年度

サービス対価の内訳 A‐4添付①書類名 様式番号 ３／３



損益計算書 単位：千円

項　目 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計 算定根拠

売上（営業収入：国からの収入）（Aｰ4添付①と整合） 0 0 0 0 0 0

画像データ取得費に係る収入 0

専用地上局運用等業務費に係る収入 0 0 0 0 0 0

統合運用システム等運用等業務費 0 0 0 0 0 0

統合運用システム等整備費 0

統合運用システム等運用・維持管理費 0

専用地上局運用等業務費 0 0 0 0 0 0

専用地上局整備費 0

専用地上局運用・維持管理費 0

全般管理業務費に係る収入 0

費用（営業費用）（適宜追加すること） 0 0 0 0 0 0

画像データ取得に係る営業費用 0 0 0 0 0 0

SAR衛星による画像データ取得に係る費用 0

光学衛星による画像データ取得に係る費用 0

専用地上施設運用等業務に係る営業費用 0 0 0 0 0 0

統合運用システム等運用等業務に係る費用 0 0 0 0 0 0

統合運用システム等整備業務に係る費用 0

統合運用システム等運用・維持管理業務に係る費用 0 0 0 0 0 0

統合運用システム等運用業務に係る費用 0

統合運用システム等維持管理業務に係る費用 0

専用地上局運用等業務に係る費用 0 0 0 0 0 0

専用地上局整備業務に係る費用 0

専用地上局運用・維持管理業務に係る費用 0 0 0 0 0 0

専用地上局運用業務に係る費用 0

専用地上局維持管理業務に係る費用 0

事業者の運営管理に要する費用 0 0 0 0 0 0

全般管理業務に係る費用 0

開業費用 0

会計・監査費用 0

税務申告費用 0

公租公課 0

0

営業利益 0 0 0 0 0 0

営業外損益 0 0 0 0 0 0

営業外収入 0 0 0 0 0 0

0

0

営業外費用 0 0 0 0 0 0

支払利息（資金調達条件別に) 0 0 0 0 0 0

0

0

0

その他（適宜） 0

経常利益 0 0 0 0 0 0

特別損益 0 0 0 0 0 0

特別利益 0

特別損失 0

税引前当期利益 0 0 0 0 0 0

法人税等 0 0 0 0 0 0

法人税 0

法人住民税 0

法人事業税 0

税引後当期利益 0 0 0 0 0 0

当期未処分利益／未処理損失 0

法定準備金繰入 0

配当 0

次期繰越利益／損失 0 0 0 0 0 0

＜様式作成にあたっての全般注意事項＞
・各項目の算定方法は、「資料-4　サービス対価の算定及び支払方法」に基
　づいたものであること。
・算定根拠は具体的に記載し、計算式等を残しておくこと。なお、算出根拠
　が不明確な場合は、問い合わせ及び再提出依頼を行う場合がある。
・特に指示がない場合も含め、数値の端数処理を適切に行うこと。
・各年度は4月から翌3月までとすること。
・消費税等を除いた額で記入すること。
・必要に応じて、物価変動を考慮すること。

事業収支計画 A‐4添付②書類 様式 １／２



資金収支計画 単位：千円

項　目 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計 算定根拠

資金需要 0 0 0 0 0 0

投資 0 0 0 0 0 0

0

0

0

税引後当期損失 0 0 0 0 0 0

借入金返済 0 0 0 0 0 0

0

0

0

配当金 0

その他 0 0 0 0 0 0

0

0

資金調達 0 0 0 0 0 0

出資金 0

借入金 0 0 0 0 0 0

0

0

税引後当期利益 0 0 0 0 0 0

減価償却費足し戻し 0 0 0 0 0 0

0

0

その他 0 0 0 0 0 0

0

0

資金過不足 0 0 0 0 0 0

期末累積資金残高 0 0 0 0 0

借入金残高（借入金の種類別に適宜追加すること）

●●●●●

期首残高 0 0 0 0 0

借入額

返済額

期末残高 0 0 0 0 0

●●●●●

期首残高 0 0 0 0 0

借入額

返済額

期末残高 0 0 0 0 0

●●●●●

期首残高 0 0 0 0 0

借入額

返済額

期末残高 0 0 0 0 0

●●●●●

期首残高 0 0 0 0 0

借入額

返済額

期末残高 0 0 0 0 0

参考指標

PIRR（税引後）

DSCR

配当IRR

＜参考指標について＞
・参考指標は、小数点第3位以下を切り捨てること。
・PIRR（税引後）：
　各期における（税引後当期損益＋減価償却費＋借入金利息－投資額）の事
　業期間にわたる現在価値の合計額が０になる割引率を算定する。
・DSCR：
　当該年度の借入金等償還額及び支払利息控除前の純資金増加額／当該年度
　の借入金等償還額及び支払利息の合計額
・配当IRR：
　各期における(利益配当（清算配当含む）額－資本金による資金調達額)の
　事業期間にわたる現在価値の合計額が０になる割引率を算定する。
　当該算式における｢資本金｣には、条件付劣後ローンによる調達等で、返済
　条件等により内容的に資本金と同等にみなせるものを含める。

事業収支計画 A‐4添付②書類名 様式 ２／２



画像データ取得に係る初期投資計画 単位：千円

画像データ取得費 0 0 0 0 0 0 0

画像データ取得整備業務に係る費用 0

衛星調達費用

打上費用

0

金融関連費用 0 0 0 0 0 0 0

融資組成手数料 0

0
0

0

画像データ取得に係る利息の料率

金利

金融機関利ざや

SPC利ざや

合計 0.000%

専用地上施設運用等業務に係る初期投資計画 単位：千円

統合運用システム等運用等業務費 0 0 0 0 0 0 0

統合運用システム等整備業務に係る費用 0

0

専用地上局運用等業務費 0 0 0 0 0 0 0

専用地上局整備業務に係る費用 0

バス管制局整備費用

中継器等管制局整備費用

0

金融関連費用 0 0 0 0 0 0 0

融資組成手数料 0

0
0

0

専用地上施設運用等に係る利息の料率

金利

金融機関利ざや

SPC利ざや

合計 0.000%

全般管理業務に係る初期投資計画 単位：千円

事業者の開業に要する費用 0 0 0 0 0 0 0

SPC設立費用 0

印紙税等 0

公租公課 0

0

0

事業者の運営に要する費用 0 0 0 0 0 0 0

事務費 0

人件費 0

保険料 0

0
0

0

＜様式作成にあたっての注意事項＞

・各費用の内訳は、適宜行を追加し、詳細に記載すること。また、必要に応じて別紙を追加すること。

・消費税等を除いた額で記入すること。

算定根拠

合計金額 算定根拠

算定根拠合計金額令和8年度 令和9年度

令和8年度 令和9年度

合計金額令和8年度 令和9年度 令和10年度令和11年度令和12年度

令和10年度令和11年度令和12年度

令和10年度令和11年度令和12年度項　　目

項　　目 令和7年度

項　　目 令和7年度

令和7年度

初期投資計画 A‐4添付③書類名 様式番号 １／１



資金調達の内訳 金額単位：千円

調達源泉 金額 調達割合 資金提供者名

自己資本
※ 資本金 普通株式

優先株式

その他の種類の株式

自己資本合計 0 0.0%

他人資本
※ 借入金 優先ローン

優先ローン

メザニンローン

メザニンローン

劣後ローン

劣後ローン

その他

社債

その他

他人資本合計 0 0.0%

資金調達総額 0

※　様式A-4添付②と整合させること。

＜様式作成にあたっての注意事項＞
*1 消費税等を含んだ資金需要に対する資金調達総額を記入すること。
*2 金額は、千円未満を切り捨てること。
*3 調達割合は、小数点第2位以下を切り捨てること。
*4 提案書類提出時点で決定又は想定している出資者、資金提供者をすべて記入すること。
*5 資金提供者が応募者である場合は、企業等一覧表（様式6-2）に従い匿名とし（副本のみ）、応募者

でない第三者（金融機関等）の場合は、実名を記載すること。
*6 ＜調達条件別内訳＞は、同一の資金調達先であっても異なる調達条件で資金調達を行う場合には、調

達条件毎に分けて記入すること。
*7 調達金利は、金利等及び利ざやに区分し、小数点第4位を切り捨てて記入すること。
*8 返済条件は、優先劣後関係、コベナンツ条項、担保の差入れ、保証の有無等の条件があれば、可能な

限り「その他」に記入すること。

調達形態

資金調達計画 A‐4添付④書類名 様式番号 １／２



資金調達の条件別内訳 金額単位：千円

調達源泉 調達形態 調達条件・返済条件等 金額 調達割合 資金提供者名

調達時期：

調達期間：

その他　：

調達時期：

調達期間：

その他　：

0 0.0%

調達時期：

調達金利：金利等（TSR5年物）

　　　　　利ざや　○％

返済期間：

返済方法：

その他　：

調達時期：

調達金利：金利等（固定／変動○％）

　　　　　利ざや　○％

返済期間：

返済方法：

その他　：

調達時期：

調達金利：金利等（固定／変動○％）

　　　　　利ざや　○％

返済期間：

返済方法：

その他　：

調達時期：

調達金利：金利等（固定／変動○％）

　　　　　利ざや　○％

返済期間：

返済方法：

その他　：

調達時期：

調達金利：金利等（固定／変動○％）

　　　　　利ざや　○％

返済期間：

返済方法：

その他　：

0 0.0%

0

例）資本金・
優先株式

自己資本
（適宜追
加するこ
と）

例）資本金・
普通株式

自己資本合計

他人資本
（適宜追
加するこ
と）

例）借入金・
劣後ローン

例）借入金・
劣後ローン

他人資本合計

資金調達総額

例）借入金・
優先ローン

例）借入金・
劣後ローン

例）借入金・
優先ローン

資金調達計画 A‐4添付④書類名 様式番号 ２／２



画像データ取得費に係る収入の内訳 単位：千円

金　額
（事業期間合計）

単年度
金額

算定根拠

画像データ取得運用・維持管理業務に係る費用 0 0

画像データ取得運用業務に係る費用 0 0

画像データ取得維持管理業務に係る費用 0 0

合計 0 0

専用地上施設運用等業務に係る収入の内訳 単位：千円

金　額
（事業期間合計）

単年度
金額

算定根拠

統合運用システム等運用・維持管理業務に係る費用 0 0

統合運用システム等運用業務に係る費用 0 0

統合運用システム等維持管理業務に係る費用 0 0

専用地上局運用・維持管理業務に係る費用 0 0

専用地上局運用業務に係る費用 0 0

専用地上局維持管理業務に係る費用 0 0

合計 0 0

全般管理業務費に係る収入の内訳 単位：千円

金　額
（事業期間合計）

単年度
金額

算定根拠

A．事業者の開業に要する費用 0 ※１

B．全般管理業務に係る費用（a+b） 0 0

a．事業者の運営・管理に要する費用 0 0

会計・監査費用

税務申告費用

公租公課 0 0

人件費 0 0

委託経費 0 0

保険料 0 0

b．その他の経費 0 0

事業者の税引前利益 0

法人税等 0
税引後利益 0

合計（A+B） 0 ※２

※１ 金額（事業期間合計）は、様式A‐4添付③と整合させること。

※２ 金額（事業期間合計）及び単年度金額は、様式A‐4添付②と整合させること。

＜様式作成にあたっての注意事項＞

・各費用の内訳は、適宜行を追加し、詳細に記載すること。算定根拠の説明は、必要に応じて別紙を追加する

こと。

・消費税等を除いた額で記入すること。

項　　目

項　　目

項　　目

運用維持管理費の内訳
及び算定根拠

A‐4添付⑤書類名 様式番号 １／１


